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愛知の労働行政を取り巻く情勢

令和８年度愛知労働局行政運営方針の概要

人材確保支援、リ・スキリングの推進 多様な人材の活躍促進と
職場環境改善に向けた取組

最低賃金・賃金の引上げに向けた支援、
非正規雇用労働者への支援

最低賃金・賃金の引上げに向けた中小
企業・小規模事業者等支援

最低賃金制度の適切な運営

同一労働同一賃金の遵守の徹底と
非正規雇用労働者の処遇改善・正社員
転換を行う企業への支援

ハローワークのマッチング機能の強化

人手不足分野のマッチング支援

デジタル推進人材の育成支援

リ・スキリング、技能振興機運の醸成

女性活躍推進に向けた取組促進等
多様な人材の活躍
総合的なハラスメント対策の推進
仕事と育児・介護の両立支援、多様な働
き方の実現に向けた環境整備、ワーク・
ライフ・バランスの促進
フリーランスの就業環境の整備
安全で健康に働くことができる環境づくり
労働保険制度の円滑な運営

行政運営方針の３つの柱

物価上昇に対して賃金上昇が十分に追いついていない状況が続いており、物価上昇を上回る持続的な賃上げの実現に向けて、生産性向上や適切な価格転嫁を後押しす
ることなどにより、中小企業・小規模事業者等が賃上げしやすい環境整備を図ることが不可欠
多くの職種で人材確保が困難な状況が継続し、特に、中小企業の人手不足感が深刻化していることから、マッチング機能の強化を中心とした人材確保の支援が不可欠。
また、賃上げと人手不足緩和の好循環に向けて、労働者の生産性を高める観点から、DX・生成系AIの普及等の技術トレンドなども踏まえ、企業の人材育成及び幅広
い労働者に対する効果的なリ・スキリング支援の取組を進めていくことが必要
少子高齢化を背景とした生産年齢人口の減少が急速に進行する中、年齢や性別、個別の事情等にかかわりなく、多様な人材が活躍できる社会を実現することが重要で
あり、多様な人材の誰もが安心して、かつ安全に働き続け、その能力・経験を十分に発揮することができる職場環境の実現に取り組むことが必要

1



Ⅰ① 最低賃金・賃金の引上げに向けた中小企業・小規模事業者等支援

2

課題

取組

●中小企業・小規模事業者等が賃上げを行いやすい環境整備に向けた取組
愛知県最低賃金は、令和７年10月18日より、過去最大63円引上げの時間額1,140円となった。そうした中、中小企業・小規模事業者等からは、人件費の負担が増えて利

益が減少した、賃上げに見合う価格転嫁が進んでいない等の声が多く聞かれる。一方、愛知県の実質賃金指数は、きまって支給する給与が前年同月比47か月連続の減少、
現金給与総額が同比２か月ぶりの増加となっており（愛知県毎月勤労統計調査地方調査結果（令和７年12月分））、物価上昇に対して賃金上昇が十分に追いついていない
状況が続いている。最低賃金・賃金の引上げについては、「「強い経済」を実現する総合経済対策」（令和７年11月21日閣議決定)において、「適切な価格転嫁と生産性
向上支援等によって、最低賃金の引上げを可能とする環境整備を進めていく」としており、中小企業・小規模事業者等が賃上げを行いやすい環境整備に向けた施策を推進
することが重要である。

■賃金引上げを支援するための各種支援策等の積極的な周知及び利用勧奨
〇個々の企業が自らのニーズに沿った支援策を活用できるよう、厚生労働省だけでなく中小企業庁

や自治体の各種助成金などをまとめた「賃上げ支援助成金パッケージ」を局、監督署、安定所が
一体となり、あらゆる機会を捉えて周知・利用勧奨を行う。

〇愛知働き方改革推進支援センターに賃上げ支援策の相談窓口を設置し、厚生労働省の助成金だけ
でなく中小企業庁の補助金についても個別相談に対応し、バックアップ体制を強化する。

■取引適正化・適切な価格転嫁等への機運の醸成等
〇局及び監督署において、令和８年１月に改正された「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に

関する指針」（以下「労務費価格転嫁指針」という）及び中小受託取引適正化法の周知を行う。
〇労務費価格転嫁指針に沿わない行為に関する情報を把握した場合には、公正取引委員会に情報

提供等を行う。
〇「しわ寄せ」に関する情報を把握した場合には、中部経済産業局に情報提供を行う。
〇「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」に基づき、監督指導等

により、最低賃金・賃金支払の徹底を行うとともに、企業が賃金引上げを検討する際の参考とな
る地域の平均的な賃金や企業の取組の好事例を提供する等、企業の賃金引上げに向けた環境整備
を行う。

〇「適正な取引・価格転嫁を促し地域経済の活性化に取り組む共同宣言」に基づき、愛知県が開催
する「取引適正化・価格転嫁促進シンポジウム」に参加するなど、県内の行政機関、経済団体、
労働団体及び金融機関が連携して取引適正化、適切な価格転嫁等への機運の醸成を図る。

令和７年度 愛知県地方版政労使会議

令和８年度当初予算案における
「賃上げ」支援助成金パッケージ

愛知働き方改革推進支援
センター



Ⅰ② 最低賃金制度の適切な運営
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課題

取組

■愛知地方最低賃金審議会における議論を尽くした審議
最低賃金について、今後も大幅な引き上げが想定されるところであり、

公労使三者の愛知地方最低賃金審議会において、最低賃金額について
しっかりと議論を行う必要がある。

■最低賃金額の周知及び履行確保
愛知県の最低賃金額は年々引上げ幅が増加していることから、県内に

広く周知し、履行確保を図る必要がある。

地域別最低賃金の改正

特定最低賃金の改正

○ 令和7年8月21日に開催された最低賃金審議会
において 時間額1,140円（引上げ額63円）へ
の改正答申(10月18日発効)

令和7年度令和6年度令和5年度
地域別最低
賃金の推移

1140円1077円1027円時間額

63円50円41円引上額

5.85%4.87%4.16%引上率

R7.10.18R6.10.1R5.10.1発効日

●愛知地方最低賃金審議会の円滑な運営
事務局として、県内の経済動向、地域の実情及びこれまでの審議状況などを踏まえつつ、適切な資料の収集、作成、提示に努め、厚生

労働省労働基準局賃金課と連携を図りながら、審議を尽くして金額が決定されるよう愛知地方最低賃金審議会の円滑な運営を図る。
●最低賃金額の周知及び遵守の徹底
〇 最低賃金額の改正については、使用者団体、労働者団体及び地方公共団体等の協力を得て、県民に幅広く周知し、使用者及び労働

者等に周知徹底を図る。
〇 これまでの監督指導の結果や労働相談等の各種情報を踏まえ、最低賃金の遵守を図るため、履行確保上問題があると考えられる業種

等に対して重点的に監督指導等を行う。

○ 令和7年10月15日に開催された最低賃金審議
会において２業種の改正金額答申（12月16日
発効）

・製鉄業、製鋼・製鋼圧延業、鋼材製造業
時間額1,175円

（引上額 R7:64円 ← R6:52円）
・輸送用機械器具製造業

時間額1,146円
（引上額 R7:65円 ← R6:53円）

第522回
愛知地方最低賃金審議会
（写真左側 中山会長、

写真右側 小林局長）

＜愛知県最低賃金ポスターデザインコンテスト＞

最優秀賞受賞作品



Ⅰ③ 同一労働同一賃金の遵守の徹底と非正規雇用労働者の処遇改善・正社員転換を行う企業への支援

４

課題

取組

パートタイム労働者や派遣労働者等、正規雇用以外の雇用形態で働く
労働者の公正な待遇の確保を進めていく必要がある。

パートタイム労働者や派遣労働者のうち、就業調整をしている労働者、
育児や介護などの様々な事情により働く時間に制約がある者、正社員
として働く機会を得られず、やむを得ずパートタイム労働者等として
働く労働者が一定程度おり、非正規雇用労働者の一層の処遇改善、正
社員転換を行う企業への支援を行う必要がある。

雇用形態に関わらない公正な待遇を確保するため、パートタイム・有期雇用労働法、労働者派遣法に基づく同一労働同一賃金の遵守徹底を図る。その際、監督署から
の情報提供を受け、雇用環境・均等部及び需給調整事業部による効率的な事業主への報告徴収、指導を実施し、是正指導の実効性を高める。また、基本給・賞与につ
いて正社員との待遇差がある理由の説明が不十分な企業に対し、監督署が実施する集団指導等の場において、不合理な待遇差の解消に向けた取組の要請を実施する。
「短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針」等が改正された場合には、その円滑な施行・適用に向けて、改正内容につい
て労使等の関係者に十分に理解されるよう、周知・啓発に取り組む。
非正規雇用労働者の処遇改善や正社員への転換に取り組んだ事業主に対して支援を行うキャリアアップ助成金について、「正社員化コース」、「年収130万円の壁」へ
の対応として令和7年7月に新設した「短時間労働者労働時間延長支援コース」などの各コースの周知、活用勧奨等を実施する。
また、「愛知働き方改革推進支援センター」によるワンストップ相談窓口やコンサルティング、セミナーの実施等、非正規雇用労働者の処遇改善や短時間正社員制度
の導入等に向けたきめ細かな支援に連携して取り組む。

2025年（令和7年）総務省「労働力調査」より

2025年の全国の非正規雇用
労働者の内訳

全国の正規雇用労働者と非正規雇用労働者の推移



Ⅱ① ハローワークのマッチング機能の強化

課題

取組

ハローワークは就職困難者を始めとした求職者に対するセーフティネットであるの
みならず、中小企業を始めとする地域の求人企業に対して無償で人材確保支援を行うセーフティ
ネットでもあるが、人手不足が年々深刻化する中で、この機能の向上が課題となっている。また、
ハローワークを主に利用する求職者については、高齢者、障害者、外国人等が増える一方、自ら
インターネットで求職活動を行う若年者を中心に減少傾向にある。

ハローワークは県内の各地域に拠点を有していることが強みであり、これらを最大限に生かし
て、管内企業のことを最もよく理解している地域密着型の公的機関を目指してマッチングを推進
する。

令和６年度実績

128,759人有効求人者数

100,949人有効求職者数

46,953件就職件数

愛知県内のハローワーク等の拠点数

18所
（２出張所含む）

ハローワーク

42拠点出先窓口

マッチング機能を高めるため、広く求職者・求人者を取り込むことが必要

■職種別担当者等による人材確保サポート
ハローワークが積極的な事業所訪問を行って収集した企業情報や企業・業界の魅力など、

ハローワーク独自の情報を活用して職種別担当者がマッチングを行う。また、職種別担当者
が、求職者に対する企業・業界の魅力発信、求人充足に向けたコンサルティング支援、充足
状況のフォローアップ等を実施。
■ハローワーク紹介による求人充足の促進

雇用保険受給者等に対してハローワークの利用を積極的に働きかけ、ハローワーク経由で
の就職を推進する。また、ハローワークの利用に積極的でない利用者に対しても、ハロー
ワークにしかない情報を活用した付加価値の高いマッチングを提供することで求職者として
取り込み、ハローワーク紹介による求人充足を促進する。
■キャリアコンサルティングとミスマッチの減少

キャリアコンサルティングを通じて把握した求職者の意向を踏まえ、丁寧なあっせんによ
り採用後のミスマッチを低減。
■求職者ニーズと労働市場の情報提供・助言

求職者ニーズや労働市場の情勢について情報提供や助言を行い、必要に応じて人材確保に
関する悩みを一緒に解決。また、賃上げや働き方改革を進める企業を積極的に応援。

求人企業向けサービスの向上

●職種別担当者による付加価値の高いマッチング
地域の企業を熟知した職種別担当者が事業所訪問により収集した企業の情報・魅力など「ハ

ローワークにしかない情報」を活用した付加価値の高いマッチングを実施。
●オンライン来所予約システム導入による「待たせない」職業相談

オンライン来所予約システムを全ハローワークに導入し、求職者を待たせず、希望する職種
を熟知した担当者がスムーズに相談できる仕組みを構築し、ハローワークの利用を積極的に考
えていない求職者をも含めハローワークの職業紹介に取り込む。

職業訓練とスキルアップ支援
スキルアップのための職業訓練をあっせんし、訓練後にはより良い処遇での就職を支援。
これにより、求職者が自身のスキルを向上させ、より良い職場環境で働けるようサポート。

●求職者ニーズに応じた支援と求人条件の調整とサポート
求職者のニーズに応じた支援や、キャリアコンサルティングを通じて求職者のキャリア

に関する相談に応じ、適切なアドバイスを提供。
応募に際して条件に合わない部分があれば、求人企業に対して求人条件の緩和や助言を実施。

また、育児・介護、障害や病気など、就職に際して不安なことがあっても、条件に合った求人
を一緒に探すなど伴走型サポートを提供。

求職者向けサービスの向上
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Ⅱ② 人材不足分野のマッチング支援

課題

取組

1.20

6.65
7.12

3.35
2.99

4.63
3.46

全職種

建設従事者（建設躯体工事従事者を除く）

保安職業従事者

運輸・郵便事務従事者

社会福祉専門職業従事者

介護サービス職

保健師・助産師・看護師

◆職業別求人倍率（R7.12）

計警備建設運輸保育介護看護

10,2371,1201,0562,5525023,6271,380R5年度

10,8171,1581,0293,2685843,5311,247R6年度

8,7369567842,6864262,913971R7年度

人材不足分野の就職件数人材不足分野の就職件数人材不足分野の需給状況人材不足分野の需給状況

●人材確保対策コーナーの取組
看護、介護、保育、運輸、警備、建設分野の人材不足解消のため、ハロー

ワークに設置している「人材確保対策コーナー（名古屋中・名古屋東・名古
屋南・一宮・豊橋） 」を中心に、面接会やセミナーを実施。有資格者の掘り
起こしや求人票の書き方アドバイス、企業PRを行う等マッチング支援を実施。

●医療・福祉ささえる求人充足プロジェクトの推進
医療・介護・保育分野の事業所については、人材確保対策コーナー設置ハ

ローワークに留まらず全ハローワークにおいて求人事業所に対するアウト
リーチによる求人充足支援を重点的に実施する。

求職者に対しては、当該3分野の職種別担当者が、企業・業界の情報・魅力
などを伝えて付加価値の高いマッチングを行い人手不足分野の充足につなげ
ていく。

■業界団体との連携
下記の業界団体と連携して、業界ＰＲイベント等を実施。

愛知県ナースセンター看護分野

愛知県福祉人材センター介護分野

愛知県保育士・保育所支援センター保育分野

愛知県トラック協会・日本海事協会運輸分野

愛知県警備業協会警備分野

愛知県建設業協会建設分野

※R7年度は、R8年1月末時点の実績

愛知県内における季節調整後の有効求人倍率は1.20倍（令和7年12月）であり、雇用情勢は全体として回復傾向にある。一方で、依然として人材不足が深刻である介護、
看護、保育、建設、警備、運輸分野の有効求人倍率（原数値）は、全職業と比較して高い水準にある。特に、公定価格で運営する医療・介護及び保育分野については、
人手不足が深刻化する中、人材確保コストの負担感が強く、ハローワークによる能動的かつ迅速な機能強化を求める声が高まっていることから、当該分野の事業所に対
する求人充足支援を最重点事項として取り組む必要がある。
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Ⅱ③ 雇用仲介事業者（職業紹介事業者、募集情報等提供事業者）への対応等

9

課題

◆雇用仲介事業者（職業紹介事業者・募集情報等提供事業者）の状況
・愛知局管内の職業紹介事業者は年々増加傾向にある。
・雇用仲介事業者における事象として、医療・介護・保育分野に従事する労働

者を採用する際の職業紹介事業者に支払う手数料が高い、転職勧奨により早期
離職してしまうといった指摘等がある。

・求人メディア・広告が労働者の入職経路の主要なツールとなっており、その
中で求職者に関する情報を収集して事業を行う届出制の特定募集情報等提供
事業者は令和8年３月現在で全国1,457事業所あり東京都、大阪府、愛知県
に集中している。

◆民間人材サービス事業者（労働者派遣事業者等）の状況
・愛知局管内の労働者派遣事業所数は、全国的には東京都、大阪府に次いで多く

中でも製造派遣を行う事業所の割合が他県に比べ高い割合となっている。
・近年の法違反の傾向として、派遣元は同一労働同一賃金に係る違反や法定書類

の記載内容の不備による違反の割合が高く、派遣先は同様の違反のほか、法令
に定められた行為の不履行による違反の割合が高くなっている。

・派遣労働者等からの苦情相談等も多く寄せられており、派遣元、派遣先は更に
労働者派遣法への理解と、適切な事業運営を図る必要がある。

・制度の周知のための新規許可及び許可更新事業所向け説明会等の計画
的な実施

・派遣元、派遣先を対象とした「労働者派遣事業の適正化に向けたオン
ライン研修会」の開催

・労働基準監督署との連携による派遣先事業所への同一労働同一賃金に
かかる重点的な指導監督の実施

・派遣労働者等からの申告や苦情相談等（「偽装請負」事案を含む）へ
の迅速かつ適切な対応、及び重大な法違反への行政処分を含めた厳正
な指導監督の実施

◆民間人材サービス事業者（労働者派遣事業指導監督の徹底）

・重点対策として、医療等3分野（医療・介護・保育）の県内の関係
団体と緊密に連携し、手数料及び早期離職等のトラブル事案の収集、
団体の実施するセミナー等における法制度周知の説明の実施

・職業安定法令規制の周知、法違反事案への指導監督の実施及び重大
な法違反への行政処分を含めた厳正な対応
＊有料職業紹介事業者･･･お祝い金提供の禁止・就職後2年間の転職

勧奨禁止（許可要件）、手数料実績の公開義務化等
＊募集情報等提供事業者･･･お祝い金等の提供の原則禁止

◆雇用仲介事業者（職業紹介事業者・募集情報等提供事業者）への対応

職業紹介事業・労働者派遣事業所数の推移(需給調整システム)

指導監督実施状況（令和7年度は１月末現在）

取組

(     )は上半期

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

1,197 1,100 813 871 786 630

（534） （633） （509） （376） （430） （396）

267 403 288 179 240 145

（69） （180） （173） （40） （104） （87）

373 401 493 130 145 171

（193） （241） （314） （73） （63） （89）
職業紹介

指導監督実施件数 文書指導件数

労働者

派遣

派遣元

派遣先
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Ⅲ① デジタル推進人材の育成支援

課題

取組

①デジタル推進人材の育成支援
企業における生産性向上を図るためには、デジ

タルトランスフォーメーション（DX）の推進が
不可欠であり、その担い手となるデジタル推進
人材の確保・育成が重要。

③人材育成支援の推進
中小企業においては、「人への投資」や「デジタル人材育成」の必要性

を認識するものの、訓練・研修の設定等に課題を抱え、取組が十分に進ん
でいない状況がみられる。このため、こうした課題を解消しつつ、助成金
の活用を促し、人材育成を推進していく必要がある。

②訓練修了者の就職率の向上
公的職業訓練においてはデジタル分野の訓練拡

充を進めているものの、当該分野の訓練修了者の
就職率はやや低調であり、就職率の向上や企業と
のマッチングの促進が課題。

■生産性向上支援訓練・在職者訓練の周知・広報
ポリテクセンター中部が実施する企業の生産性

の向上を目的としたDX対応コースが設けられて
いる「生産性向上支援訓練」、愛知県が実施する
企業の人材育成のための在職者訓練「スキルアッ
プ講座」の周知広報に取り組む。

■デジタルスキルの明示による訓練受講促進
毎月発行している職業訓練情報「ハロトレNews」

に掲載する訓練コースについて、当該訓練を受講す
ることで企業が求めるデジタルスキルをどの程度習
得できるかを明示し、これにより、受講希望者が企
業ニーズに合致した訓練を選択しやすくするととも
に、適切な受講あっせんにつなげる。

■DX推進求人の把握・確保によるマッチングの促進
デジタルの知見を活かすことができる求人を「DX

推進求人」と位置付け、デジタル分野以外の職種も
含めて幅広くDX推進求人の把握・確保に努め、求職
者と企業とのマッチングを促進する。

■愛知県地域職業訓練実施計画に基づく取組
デジタル分野の訓練の拡充、地域の実情に応じた

人材の育成について、愛知県地域職業訓練実施計画
に基づき取り組む。

■デジタル人材育成支援制度説明会の開催
「人材開発支援助成金」、「生産性向上支援訓練」
及び「在職者訓練」等の制度説明を一体的に行う
説明会を県内のハローワーク等で開催し、制度の
活用促進を図り、人材育成を推進する。

＊いずれもオーダーメイド型でカリキュラムを設定できる
など、訓練・研修設定等に課題を抱える企業とって有益な
ものです。

人材開発支援助成金「計画届」受理件数（対象労働者数）
令和５年度 令和６年度 令和７年度

（1月末）

人への投資促進コース 282件
(7,442人)

484件
(12,315人)

276件
(7,504人)

事業展開等
リスキリング支援コース

686件
(5,390人)

1,684件
(14,272人）

2,318件
(19,249人）

デジタル分野の応募倍率・就職率

コース
数 応募倍率 就職率 コース

数 応募倍率 就職率

５年度 94 100.8% 76.8% 28 163.6% 59.8%

6年度 102 95.6% 76.1% 27 156.7% 68.9%

7年度
（12月末）

76 96.6% - 30 120.8% -

 公共職業訓練（委託） 求職者支援訓練

ハロトレくん トレミちゃん

「生産性向上支援訓練」実施コース数（受講者数）

令和５年度 令和６年度
令和７年度

（1月末現在）

オープンコース
26件

(333人)

30件

(403人)

38件

(507人)

オーダーコース
189件

(2,101人)

205件

(2,467人）

198件

(2,233人）

在職者訓練「スキルアップ講座」実施コース数（受講者数）

令和５年度 令和６年度
令和７年度

（1月末現在）

オーダーメイド型
34件

(349人)

47件

（539人）

85件

（673人）

レディメイド型
134件

(1,339人)

120件

（1,290人）

129件

（1,399人）

○離職者向け
７年度 ８年度

IT 1,249 1,049
営業・販売・事務 1,876 2,006
医療事務 352 292
介護・医療・福祉 1,319 805
農業 90 90
デザイン 954 1,154
製造 614 614
建設関連 343 343
理容・美容関連 144 144
その他 495 373

383 383
7,819 7,253

うちデジタル分野 2,351 2,367
割合 30.1% 32.6%

分野

公
共
職
業
訓
練
（
離
職
者
向
け
）

＋
求
職
者
支
援
訓
練
（
実
践
コ
ー
ス
）
求職者支援訓練
（基礎コース）

合計

愛知県地域職業訓練実施計画（定員）
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“ハロトレの力 宿りし 紙々”
『リスキリン』は、愛知労働局リ・スキリング応援キャラクターです。

Ⅲ② リ・スキリング、技能振興機運の醸成

課題

取組

①個々の労働者のリ・スキリングへの理解促進
デジタル分野のみならず幅広い職業能力開発を推進する

ためには、個々の労働者のリ・スキリングへの理解促進が
重要であり、周知・広報活動を通じた機運の醸成が必要。

②ものづくり人材の育成・確保、技能振興機運の醸成
愛知県の基幹産業である製造業を支える人材が不足して

いる中、若者のものづくりへの関心を高め、ものづくり人
材の育成・確保を図っていく必要があり、そのためには、
技能を尊重する社会の実現、技能振興機運の醸成が必要。

■2028年技能五輪国際大会の周知広報
若者のものづくりへの関心喚起及び技能を尊重する社会の実現

を図るため、愛知県と連携して2028年技能五輪国際大会の周知・
広報に取り組む。

■関係機関との連携によるリ・スキリング支援策の周知
リ・スキリング支援策について、若年層には、わかものハローワー

ク、地域若者サポートステーション、学習支援事業を実施する自治体
等を通じて、中高年齢層には愛知県の「あいちミドルシニア活躍サポ
ートサイト」と連携して、周知に取り組む。

■「訓練フェスタ」（仮称）等による職業能力開発機運の醸成
公的職業訓練の実施機関と連携して、新たに大規模訓練説明会「訓

練フェスタ」（仮称）を開催し、訓練コース等の情報提供、労働者向
けのキャリア形成支援制度や企業向けの人材育成支援制度に係る各種
セミナー等を開催し、リ・スキリング、職業能力開発の機運の醸成に
取り組む。

■公共職業訓練の製造・建設関連分野の訓練受講者確保
訓練修了者の就職率が高いものの、定員充足率が低調な状況が続い

ている製造・建設関連分野の公共職業訓練について、愛知県・機構愛
知支部と連携し、ホームページ等を活用した周知広報の強化、女性受
講者の確保等の取組を進め、訓練受講者の確保を図る。

愛知労働局・ハローワークは、「企業の人材育成」「労働者の学び・学び直し」
（リ・スキリング）を応援します！

ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ
しましょう！

リスキリン
イエロー

リスキリン
ブルー

リスキリン
レッド

リスキリン
ピンク

リスキリン
グリーン

5年度 5,337
（12月末） (4,309)
6年度 5,258
（12月末） (4,210)
7年度 -
(12月末） (4,096)

　公的職業訓練
（離職者向け）
　受講者数（人）

6年度 7,936

7年度 ※7,481

　在職者訓練
　受講者数（人）

7,0055年度
5年度 9,909
（12月末） (8,378)
6年度 10,173
（12月末） (8,577)
7年度 -
(12月末） (8,655)

　教育訓練給付
　受給者数（人）

※在職者訓練の7年度受講者数は、愛知県（1月末）と機構愛知支部（12月末）の年度途中の数を合算したもの。

ものづくり分野（製造・建設関連分野）
公共職業訓練（施設内訓練）受講者数等

定員 受講者数 定員充足率 就職率

5年度 962 728 75.7% 86.9%
(12月末） (802) (609) (75.9%) -
6年度 932 675 72.4% 87.6%
(12月末） (796) (571) (71.7%) -
7年度 - - - -
(12月末） (766) (589) (76.9%) -
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Ⅳ① 女性活躍推進法等の確実な履行確保

10

課題

取組

愛知県の女性の就業率は高い水準にあるが正規雇用率は全国と比べて低い（令和４年度
就業構造基本調査）。また、平均勤続年数の男女差が5.1年と大きく、結果、管理職の
女性比率が7.9％と全国でも低く、男女の賃金の差異も76.0％と大きい（いずれも令和
7年賃金構造基本統計調査）。

女性活躍推進の取組促進を一層進めるとともに、アンコンシャス・バイアスへの気づき
と解消を図っていく必要がある。

令和７年６月に改正女性活躍推進法が成立し、常時雇用する労働者数101人以上
の事業主に男女間賃金差異及び女性管理職比率の情報公表が令和８年４月１日か
ら義務付けられたことから、その改正内容について労使に十分に理解されるよう
周知し、履行確保に取り組む。
女性活躍推進法に基づく情報公表に当たっては、令和7年12月の省令・指針の改
正により「女性の活躍推進企業データベース」を利用することが最も適切である
と明記されたことから、積極的な活用を促すとともに、数字の差異についての要
因や課題の分析、改善に向けた取組等について、「説明欄」を活用して追加的・
補足的な情報公表を行うよう推奨する。

厚生労働省「賃金構造基本統計調査」「性、都道府県別きまって支給する現金給与額、所定内給与額
及び年間賞与その他特別給与額（男女別）※一般労働者のデータを使用
※男女労働者間における賃金格差は、「男性の所定内給与額（一般労働者）」に対する「女性の所定
内給与（一般労働者）」の割合

募集・採用、配置・昇進、教育訓練等雇用管理の各ステージにおける性別を理由
とする差別的取扱いの確認と合わせ、報告徴収により男女雇用機会均等法及び女
性活躍推進法の確実な履行確保を図るとともに、企業における女性活躍の状況把
握、課題分析に資するよう、アンコンシャス・バイアスへの気づきと解消を図る
取組を促すための意識啓発を行う。

妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等について、事業主に対し周知・
啓発を図るとともに、性別を理由とした差別や妊娠等不利益取扱いが疑われる事
案を把握した場合には、事業主に対し男女雇用機会均等法に基づく報告徴収・是
正指導等を積極的に行う。



Ⅳ② マザーズハローワーク等における子育て中の女性等に対する就職支援

課題

取組

■子育てをしながら就職を希望する女性等に対しては、個々の
求職者のニーズに応じた就職支援が求められ、特に課題を抱え
た者に対しては重点的な支援が必要である。

■愛知県全体の女性等の子育て世代の有業率は67.3％（全国
73.4％）となっており、求職者の掘り起こしの余地があるため、
支援対象者の拡大を図る必要がある。

＊出典：令和４年就業構造基本調査（愛知県）
令和４年就業構造基本調査（総務省統計局）

マザーズハローワーク事業における重点支援対象者の実績

R7年度R6年度R5年度

1,4501,9171,806
新規

対象者数

1,4311,8891,730就職者数

98.7％98.5%95.8%就職率

マザーズハローワーク・コーナーにおける重点支援対象者の就職件数

春日井刈 谷一 宮豊 橋名古屋東
あいち

マザーズ

145154223252133525
令和7年度1月末時点の件数

令和7年度は1月末時点の件数

●専門窓口での支援
専門窓口（あいちマザーズハローワーク、マザーズコーナー（名古屋

東・豊橋・一宮・刈谷・春日井））において求職者のニーズに応じた就職
支援を実施する。

特に重点的な支援が必要とされる求職者に対しては担当者制による個別
支援を実施する。

●SNS等を活用した周知
あいちマザーズハローワークやマザーズコーナーの個別支援の有効性は

高いため、仕事と子育ての両立がしやすい求人の確保、就職に役立つ各種
セミナー、オンライン職業相談等、マザーズハローワーク等が行う就職支
援サービスが広く認知されるよう、潜在求職者に向けて積極的に周知を行
う。

見やすいHPから求人検索も相談予約も

役立つ情報発信をSNSでも 11



Ⅳ③ 高齢者、障害者、外国人に対する就職支援等

課題

取組

外国人障害者高齢者

◆70歳までの就業確保措置の実施状況（R７)

就業確保措置の内訳（5,086社/14,324社、35.5％）

●愛知県内企業の障害者の雇用状況（R7.6.1現在障害者雇用状況報告）
・実雇用率：2.40％（対前年比0.04ﾎﾟｲﾝﾄ上昇）
・雇用障害者数：44,084.0人（対前年比6.2％増加）
・法定雇用率達成企業の割合：46.9％（対前年比0.4ﾎﾟｲﾝﾄ増加）

●障害者の就労の促進
・実雇用率及び雇用障害者数ともに過去最高を更新するなど、一

定の進展が見られるも、法定雇用率（2.5％）及び全国の実雇用
率（2.41％）を下回る状況

・令和８年７月の2.7％への法定雇用率の引上げを控え、雇用率達
成に向けた更なる支援や指導等の取組が必要

●就業確保措置実施済みの企業は対前年比で2.9ﾎﾟｲﾝﾄ増加した
ものの、更なる推進が必要

・定年制の廃止：3.8％（対前年比0.1ポイント増加）
・定年の引上げ：1.9％（対前年比0.1ポイント増加）
・継続雇用制度導入：29.8％（対前年比2.7ポイント増加）
・創業支援制度導入：0.0％（対前年比変動なし）

●70歳までの就業機会確保に向けた企業への周知啓発・指導及び支援
・新たに策定される令和８年度からの「高年齢者等職業安定対策基本方

針」に従い、70歳までの就業機会確保措置の更なる拡大を図るため、
制度の趣旨及び内容に加え、高齢者の有する経験・知見を活かすこと
が企業経営の発展にも資することを周知啓発

●ハローワークの生涯現役支援窓口において、年金等の社会保障を含め
た職業生活の設計からマッチング支援まで、個別支援による就職支援
の強化

●シルバー人材センターなどの地域における多様な就業機会の確保

●中小企業をはじめとした障害者の雇入れ支援
・ハローワークの訪問指導やあいち障害者雇用総合サポートデスクに

おける支援等の強化。特に新たに雇用率算定の対象となる企業に対
しては、丁寧に法の趣旨や支援策を周知

・関係機関と連携したチーム支援を実施
●雇用の質の向上のための周知・啓発
・もにす認定企業の拡大を図り、認定企業が地域における障害者雇用

の身近なロールモデルとなるよう、もにす認定企業の周知を強化
●精神障害者、発達障害者、難病患者等の多様な障害特性に対応した

就労支援
・「仕事サポーター養成講座」の企業への出前講座の拡充
●公務部門における障害者の雇用促進・定着支援

●事業所に対する支援
・「外国人雇用状況の届出制度」に基づく適切な届出の周知徹底
・外国人雇用管理アドバイザーによる適切な雇用管理等への助言
・「外国人労働者の雇用管理の改善等に関して事業主が適切に対処

するための指針」の周知

定年制
の廃止

定年の
引上げ

継続雇
用制度

創業支
援制度

●「外国人雇用事業所数」、「外国人労働者数」は過去最多
・中小企業を中心に外国人の雇用の裾野が広がる中で、外国人

が安心して働くことができる就業環境の確保が必要
・労働者の国籍が多様化する中で、多言語に対応した適切な就

職支援が必要

●外国人求職者等に対する支援
・通訳員の配置や多言語音声機器の増設等による相談支援体制の

整備
・「外国人就労・定着支援研修事業」の積極的な周知
・外国人留学生に対する就職面接会の開催等マッチング機会の確

保 12

3.8%

1.9%
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Ⅳ④ 若者等への就職支援等

課題

取組

R5年度R４年度R３年度

87.2 96.896.7大学・短期大学の就職内定率

学生等の就職率は好調である一方で、心身の不調や家庭・経済環境の問題等
の多様な課題を抱え、就職活動やその後の就労・定着に際して特別な配慮や
支援を必要とする学生等の割合が増加している。また、学生等のアルバイト
をめぐるトラブルが問題となっており、若者や学生・高校生等に対する労働
関係法令の周知が十分に進んでいない等の声が聞かれる。

愛知わかものハローワーク等の現場では、近年、利用者が減少する一
方で、コミュニケーション等に課題を抱える者等、就職や職場定着が難
しく手厚い支援が必要な者が増えている。

R5年度R４年度R３年度

97.399.899.8
新規高等学校卒業予定者の
就職内定率

R７年度R６年度R５年度

41,23440,09738,914
新規高等学校卒業予定者の
求人数

◆ 新規卒業予定者の就職状況 (令和５年４月～令和７年12月末現在)

学生等学生等 若年者若年者

1,841 1,867 1,922 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

令和5年度 令和6年度 令和7年度

就職件数

令和７年度は12月末時点の件数
令和７年度は12月末時点の件数

●学生等に対する就職支援の強化
就職に課題を抱える学生等については、学校等とハローワークとの情報共有により支援対象者の早期把握を図るとともに、新卒応援ハローワーク内に配置された臨床

心理士による心理的サポートを含む一体的・総合的な支援を進める。また、関係機関と連携した支援チームを形成し、就職後の職場定着も含めた総合的な支援を行う。
●労働関係法令の周知

若者や学生等がアルバイトをする際に知っておいてほしい労働条件の平易なチェックリストと困った際の相談機関等を掲載したリーフレットを作成し、ハローワーク
を訪れる求職者等に広く配布する。

さらに、中学校・高等学校等及び大学等への講師派遣やハローワークで開催されるセミナー等の機会を活用して当該リーフレットを配布し、積極的な周知に取り組む。
●若者に対する就職支援強化

若者等に対しては、 愛知県が設置するあいち若者職業支援センターが就職準備支援を行い、愛知わかものハローワークにおいて、担当者制による就労支援や職業相談
を行うことで正社員就職を支援する。

13



Ⅳ⑤ 総合的なハラスメント対策の推進

14

課題

取組

令和６年度に愛知労働局へ寄せられたパワーハラスメントの相談件数は5,475 件
（前年度比 2.0％減）となったものの、パワハラ防止措置が全ての事業主に義務
付けられて以降高水準で推移している。また、セクシュアルハラスメントの相談
件数も依然として高止まり傾向にある。

パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント等ハラスメント防止措置を講じていない事業主に対し、厳正な指導を実施し、法の履行確保を図る。
労働者からの相談に、迅速かつ丁寧に対応するとともに、個別の労働紛争に対しては、局長による紛争の解決援助制度や調停制度による迅速な解決を図る。
令和8年10月1日に施行される改正労働施策総合推進法及び男女雇用機会均等法については、円滑な施行に向けて、あらゆる機会を捉えて周知を行うとともに、施行
後は、カスタマーハラスメント防止指針や求職者等に対するセクシュアルハラスメント防止指針等に基づき着実な履行確保を図る。
カスタマーハラスメント対策企業マニュアル等を活用して、企業の取り組みを促す。総合的なハラスメント対策が講じられるよう、「あかるい職場応援団」の活用
促進を図り、企業の取り組みを促す。
就職活動中の学生に対するハラスメントを防止するため、職業安定部とも連携し、周知徹底を図る。

令和６年度 愛知労働局雇用環境・均等部指導課における均等法等相談件数内訳

顧客等からの著しい迷惑行為を受けたことがある労働者の割合は全国で10.8％
（令和５年度「職場のハラスメントに関する実態調査報告書」）となっており、
労働者の職場環境を悪化させるだけでなく、企業の経営にも大きな損失を与えう
るものである。

就職活動中にセクシュアルハラスメントを受けた経験がある者は全国で31.9％
（令和5年度「職場のハラスメントに関する実態調査」）と約25%であった令和
２年度同調査より増加しており、社会的な関心を集めている状況である。



Ⅳ⑥ 仕事と育児・介護の両立支援

15

課題

取組

男女共に仕事と育児や介護の両立ができるよう
にしていくことが重要である。

愛知県の男性の育児休業取得率は37.3％と前年
の25.7％より増加しているものの、女性の取得
率に比べると低い状況にあるため、一層の取組
強化が必要である。

引き続き介護離職を防止する必要があり、改正
育児・介護休業法及び次世代育成支援対策推進
法の履行確保が重要である。

育児期の柔軟な働き方を実現するための措置の義務付けや、介護離職を防止する
ための仕事と介護の両立支援制度の周知等を内容とする育児・介護休業法の改正
について、労使に十分に理解されるよう、あらゆる機会を捉えて周知を行うとと
もに、報告徴収の実施により着実な履行確保を図る。労働者の権利侵害が疑われ
る事案や育児休業の取得等を理由とする不利益取扱いが疑われる事案を把握した
場合には、事業主に対する積極的な報告徴収及び是正指導等を行う。
男女とも仕事と育児、介護を両立しやすい環境の整備に向けた企業の取組支援と
して、事業主等に対し、「共働き・共育て推進事業（共育（トモイク）プロジェ
クト）」や両立支援助成金等の支援策、「企業による社員の仕事と介護の両立支
援に向けた実務的な支援ツール」等を周知し、活用を促進する。
改正次世代育成支援対策推進法の着実な履行確保を図るとともに、「くるみん」
「プラチナくるみん」「トライくるみん」及び「プラス」の認定基準の見直しに
ついて、広く周知し、取得促進に取り組む。

を基に作成
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200000

2007年 2012年 2017年 2022年

介護・看護を理由とする離職者数の推

移

女性 男性

令和４年就業構造基本調査を基に作成

人
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Ⅳ⑦ 多様な働き方の実現に向けた環境整備、ワーク・ライフ・バランスの促進

16

課題

取組

多くの企業では、人手不足の問題を抱えており、人材の流出を防ぎ、労働者の定着を
図るため、労働者のライフステージに合わせた柔軟な働き方が可能となるような多様な
働き方の実現に向けた環境整備に取り組み、ワーク・ライフ・バランスを推進する必要
がある。

年次有給休暇の取得率の政府目標は70％であるが、令和7年の就労条件総合調査にお
ける愛知県の取得率は71.9％であり、全国平均の66.9％を上回った。

多様な働き方の普及
「多様な正社員」制度、フレックスタイム、選択的週休３日制の導入などの多

様な働き方について、事例の提供等による周知を行う。「愛知働き方改革推進支
援センター」を活用し、コンサルティング等による支援を行う。

テレワークの導入・定着の促進
「テレワーク相談センター」等にて実施するセミナー等の周知を行う。中小企

業事業主を対象とした「人材確保等支援助成金（テレワークコース）」の活用に
ついて周知する。
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年次有給休暇取得率の推移
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%

（厚生労働省「令和7年就労条件総合調査」の特別集計を基に作成）

勤務間インターバル制度の導入促進
働き方・休み方改善コンサルタントによる企業訪問を通じて、働き方・休み

方改善ポータルサイトに掲載されている導入マニュアルを活用した勤務間インター
バル制度の導入促進を支援する。「働き方改革推進支援助成金（勤務間インターバ
ル導入コース）」の活用について周知する。

年次有給休暇の取得促進
年次有給休暇の時季指定義務の周知徹底、計画的付与及び時間単位の導入促進を

図り、10月の「年次有給休暇取得促進期間」、夏期、年末年始、ゴールデンウィー
クに集中的な広報を行う。愛知県と連携し、11月27日の「あいち県民の日」に合わ
せた「あいちウィーク」（11月21日～11月27日）においても同様に広報を行う。



Ⅳ⑧ フリーランス・事業者間取引適正化等法の履行確保等

17

課題

取組

令和６年度（令和６年11月１日から令和７年３月31日まで）の都道府県労働
局雇用環境・均等部（室）における相談内容別の件数1,808件のうち、就業環
境整備に係る相談が最も多く、内訳としては「ハラスメント対策に係る体制整
備義務（法第14条関係）」304件（16.8％）、次いで「中途契約等の事前予
告・理由開示義務（法第16条関係）」228件（12.6％）、「募集情報の的確表
示(法第12条関係）」112件(6.2％）、「育児介護等配慮(法第13条関係）」
91件(5.0％）であった。また、取引適正化に係る相談が387件（21.4％）であ
るなど、他機関が所管する相談や問い合わせも一定数あった。

一方、同期間中に指導等を行った違反類型別の件数では、「ハラスメント対
策に係る体制整備義務（法第14条関係）」が最も多くなっている。

フリーランスから相談があった場合に、就業環境整備に関する相談に丁寧に対応するとともに、就業環境整備の法違反に関する申出があった場合には、
委託事業者に対して調査、是正指導等を行う。
取引適正化や取引上のトラブルに関する相談については、公正取引委員会及び中部経済産業局、「フリーランス・トラブル110番」を紹介するなど相談
内容に応じた案内を行う。労働者に該当する可能性があると考えるフリーランスから相談があった場合には、各監督署に設置された「労働者性に疑義が
ある方の労働基準法相談窓口」にて、労働者性の判断基準を丁寧に説明するなど適切に対応する。
「ハラスメント対策に係る体制整備義務」については、発注事業者に対して、厚生労働省ホームページに掲載された「フリーランスに対するハラスメン
ト対策」の研修動画を社内で活用いただくようあらゆる機会を通じて周知を行うとともに、調査の実施により着実な履行確保を図る。
また、製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律が令和８年１月１日から施行され、発注者の規模と契約内容が
対象取引である場合、フリーランスにも適用となることをふまえ、フリーランスと関係法令との適用関係を明らかにした「フリーランスとして安心して
働ける環境を整備するためのガイドライン」（令和8年1月改定）の周知を図る。

「令和6年度（令和6年11月1日～令和7年3月31日）の都道府県雇用環境・均等部（室）における
フリーランス・事業者間取引適正化等法の法施行状況」より抜粋（相談内容別の件数）



Ⅳ⑨ 長時間労働の抑制
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課題課題

取組

厚生労働省「毎月勤労統計調査全国調査／地方調査」より作成

各種情報から、時間外・休日労働時間数が１か月当たり80時間を超えていると考えられる事業場及び長時間にわたる過重な労働による過労死等に係る労災請求が行われた
事業場を中心に、監督指導を実施する。また、過労死等を発生させた事業場に対しては、企業本社における全社的な再発防止対策を指導する。

11月の「過労死等防止啓発月間」において、過労死等防止対策推進シンポジウムや過重労働解消のためのセミナーの実施等に取り組む。

「労働時間相談・支援班」による説明会の開催や個別訪問等を通じて、中小企業・小規模事業者等に対する支援を行う。

令和６年度に時間外・休日労働の上限規制が適用された建設業、自動車運転者、医師について、労働時間短縮に向けた支援を行う。

令和６年度令和５年度令和４年度

1,3791,3841,657監督指導実施
事業場数

626607603違法な時間外労働が
あったもの

333368276うち月80時間超を超
えるもの

愛知県の月間総実労働時間数は、減少傾向。

令和６年も全国平均を上回っている。

過労死等に係る労災支給決定件数は増加傾向。

11 15 17
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62 65
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77
82
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50

100

令和４年度 令和５年度 令和６年度

過労死等に係る労災支給決定件数

脳・心臓疾患 精神 合計

167.2

163.2 163.3 163.6 165.3 163.5
164.8
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150
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165

170

令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

愛知県・全国の月間総実労働時間数（一般労働者）

愛知 全国

（時間）



Ⅳ⑩ 労働条件の確保・改善対策
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課題

取組

令和７年令和６年令和５年令和４年
5,752事業場6,817事業場6,941事業場6,288事業場監督実施事業場数

3,633事業場4,534事業場4,425事業場3,974事業場うち法令違反が認め
られたもの

（主な違反項目）

1,096件1,355件1,522件1,281件労働時間・休日
769件944件880件823件割増賃金
457件637件539件583件年次有給休暇
720件765件538件509件労働条件の明示

令和７年令和６年令和５年令和４年

45件44件31件25件労働基準法違反

17件22件20件25件労働安全衛生法違反

62件66件51件50件計

令和７年令和６年令和５年令和４年

10110411070労働局から通報
外国人労働者

119118125134出入国管理機関等から通報

16232623労働局から通報
自動車運転者

27255340運輸支局から通報

県内の労働基準監督署が実施する監督指導では、例年、６割前後の事業場で労働基準関係法令違反が認められている。

違反内容は、労働時間・休日、割増賃金、年次有給休暇など、基本的な労働条件に係るものが多くを占めている。

引き続き、監督指導などを通じて法定労働条件の確保を図る必要がある。

【愛知労働局における監督指導結果】

【関係機関との相互通報実績】

【愛知労働局における送検結果】

労働基準局広報キャラク
ター「たしかめたん」

監督指導を通じて、事業場における基本的労働条件の枠組みや管理体制の確立を図り、労働基準関係法令の遵守を図る。

重大・悪質な労働基準関係法令違反が認められる事案に対しては、司法処分も含め厳正に対処する。

技能実習生や特定技能外国人等の外国人労働者を使用する事業場について、労働基準関係法令違反の疑いがある事業場や名古屋出入国在留管理局・外国人技能実習機構と
の相互通報制度により通報があった事業場等に対し監督指導を実施する。

自動車運転者を使用する事業場について、違法な長時間労働等が疑われる事業場や愛知運輸支局との相互通報制度により通報があった事業場等に対し監督指導を実施する。
また、愛知運輸支局との合同監督・監査を実施する。

障害者である労働者については、自治体等の関係機関と情報共有を図り、労働基準関係法令違反の疑いのある事業場に対して速やかに監督指導を実施する。

※令和７年は速報値
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課題

取組

働く人々が、安全と安心のほか、やりがいと生きがいを持てる社会への転換。
経営トップ等の安全衛生へのコスト意識からの転換。
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製造業 建設業 陸上貨物運送事業 第三次産業等

人

2,033 2,140 1,973 
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製造業 建設業 陸上貨物運送事業 第三次産業等

人

7,817 8,147 7,852
死亡者数は、中長期的に減少傾向にあるものの、なお30人近い尊い命が失われている。
死傷者数は、減少に転じた。製造業、建設業、陸上貨物運送事業等において、増加ま
たは横ばいで推移してきたが、令和7年は増加に歯止めがかかった。また、令和7年の
死傷者のうち、60歳以上の高年齢労働者は29.2％を占め、外国人労働者は9.0％を占
めている。
業務上疾病(腰痛、熱中症等)は、増加傾向にある。
定期健康診断有所見率は、平成29年より増加傾向にあり、令和3年以降は、55%前後
を推移している。

リスクアセスメントのプロセスには、現場の実態把握を含めていることから、これを通じて経営上必要な視点である「ＰＱＣＤＳＭＥ」を一体的に捉え、
それらを同時に高める戦略的手法を「安全経営あいち®」 として提唱し、推進する。また、「安全経営あいち賛同事業場制度」の運用を通じ、「安全経営」
とリスクアセスメントに積極的に取組む事業場の姿勢を内外に示すことで、企業価値向上を支援する。
高年齢労働者が安全に働ける職場環境の実現にむけ、高年齢労働者の労働災害防止のための指針（令和８年２月10日公示）・補助金の周知、外国人労働者等
に安全衛生に関する視聴覚教材等を周知。
「職場における腰痛予防対策指針」に基づく腰痛予防対策の推進を図る。
熱中症重篤化防止のため、令和7年6月に施行された改正安衛則の周知を図るとともに、熱中症予防のため「職場における熱中症防止のためのガイドライン」の周知を図る。

安全経営あいちについて詳しくはホームページをご覧ください。

第三次産業対策 （+Safeの運用）

顧客等へのサービス提供と安全衛生管理の一体的運用を促すため、寄り添い型支援
「+Safe」の運用を通じ、自主的取組を促す。

リスクアセスメント出前講座の利用促進

「安全経営あいち®」の中核であるとともに、機械の包括的な安全基準に
関する指針、化学物質の自律的管理でも必須となる、リスクアセスメント
の理解促進のため、出前講座を積極的に広報し、利用を促す。

リスクアセスメント出前講座について、詳しくはホームページをご覧ください。

死亡者数の推移 死傷者数の推移

総合的な健康確保対策

個別の情報として取り扱われがちな、健康診断、面接指導、ストレス
チェック等の結果を総合的に取扱う手法の指導を通じて、事後措置の実施
と健康保持増進を一体的に推進する。

危険性・有害性が認められた化学物質について、リスクアセスメントを中
核とした、労働者のばく露の程度の低減措置の実施等について、丁寧な指
導援助を行う。

労働災害発生状況を踏まえた現状の課題等

35 34
30

20
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課題

取組

従前からの類型的災害である、「はさまれ・巻き込まれ」、「墜落・転落」、「切れ・こすれ」が、いまだ継続して発生している。
製造業における「はさまれ・巻き込まれ」等の災害の約８割で、動力機械が起因し、建設業では、約３割が墜落・転落の災害であり、高さの危険源に起因している。

機械災害を発生させた事業場においては残留リスク情報の入手状況は低調であること。
残留リスク情報の積極的な入手が低調になる理由として、情報の活用方法やリスクアセス
メントの運用方法について、「安全対策の有無だけに焦点があてられ残留リスクを管理す
る視点がない（リスク概念の欠如）」、「リスクアセスメントがトップダウンで進められ
ておらず、現場活動の域を脱していない」等の課題がある。

製造業対策

「機械の包括的な安全基準」に基づいて、①
メーカーによる残留リスク情報の提供、②ユー
ザーによる残留リスク等を踏まえたリスクアセ
スメント等の実施、③ユーザーからメーカーへ
の災害等の情報の提供、これら３つの事項の実
施・徹底を図る。

足場等の墜落防止措置等、必要な保護方策等の
指導を徹底する。

労働災害発生状況を踏まえた現状の課題等

フロントローディング実施時に、正しいリスクアセスメントを実施することによって、安全衛
生と品質、工期等を一体的に向上させることへの理解が乏しい。
施工者・発注者共に、フロントローディングの実施と「BIM/CIM等」のDXの導入を混同して
いる可能性が認められ、そのため専門技術を要する人材確保が困難との理由から、フロント
ローディングの実施ができていないとの誤解がある。

既存の動力機械について、労働者の注意力に
よってのみ、安全を担保する措置から、必要
な保護方策を追加する等の指導を徹底する。

設計時に安全面を含めた施工の事前シミュレー
ション（フロントローディング）の実施につい
て、丁寧な指導援助を行う。

デジタル技術やＡＩ、ウェアラブル端末等、Ｄ
Ｘの推進により、効率的・効果的な安全衛生管
理及び危険有害作業の遠隔管理・遠隔操作・無
人化等による作業の安全化を推進する。

建設業対策

製造業

建設業

リスクアセスメント実施
状況

実施している, 
174, 34%

実施していない

240…

未回答

92

18%

残留リスク情報の入手
状況

入手あり,
126, 25%

入手無し

282

56%

未回答

98

19%

はさまれ災害発生事業場におけるリスクアセスメントの実態
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Ⅳ⑫ 労災保険給付の迅速・適正な処理
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課題

取組
（上図）脳・心臓疾患の請求状況

（下図）精神障害の請求状況

※７年度は令和８年１月末現在

石綿 周知用リーフレット

■ 労災補償制度の根幹は、被災労働者等に対して迅速かつ公正に必要な保険給付を行うことをもって、被災労働者等を保護することであり、組織的な管理による労災保険

請求の早期処理等が重要である。

■ 特に、過労死等に係る労災請求件数については、令和４年度は221件、５年度は336件、６年度は329件と増加傾向にあり、迅速かつ適正な事務処理に努める必要がある。

■ 石綿による中皮腫や肺がん等の石綿関連疾患について、労災請求等が円滑になされるよう、引き続き、がん診療連携拠点病院を中心とした労災指定医療機関に対し、

認定基準等の周知広報を行うとともに、労災請求の勧奨の依頼を行う必要がある。

● 労災保険給付の請求に対しては、請求受付後、速やかに必要な調査を実

施し、管理者による組織的な進行管理を徹底する等、迅速な事務処理を推

進するとともに、法令、認定基準等に基づいた適正な認定を行う。

特に、認定までに時間を要する脳心事案や精神事案などの複雑困難事案

の請求が増加傾向にあるが、労災担当部署（愛知労災保険業務センター）

と監督・安全衛生担当部署が連携し、認定基準等に基づいた適正な認定及

びより一層の迅速な処理に努めるとともに、請求人に対する処理状況の連

絡等の実施を徹底する。

● 石綿による中皮腫や肺がん等の石綿関連疾患について、がん診療連携拠

点病院を中心とした労災指定医療機関に対し、認定基準等の周知広報を行

うとともに、労災請求の勧奨の依頼を行うことで、石綿ばく露作業により

石綿関連疾患にり患した被災労働者等の保護を推進する。
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※７年度は令和８年１月末現在



Ⅳ⑬ 労働保険制度の円滑な運営
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課題

取組

労働保険制度は、労災保険給付や失業保険給付等を通じ労働者の福祉の増進に寄与するセーフティネットの根幹であるとともに、労働行政における各種施策を推進
する財政基盤となるものであり、労働者を雇用するすべての事業主に労働保険加入、労働保険料の確実な納付が強く求められています。

●労働保険未手続事業一掃対策
労働保険の適用対象であるにもかかわらず保険関係の成立の手続きを行っていない未手続事業については、

労働保険制度の健全な運用、費用負担の公平等の観点から、その解消を図ることが重要である。
●労働保険料収納未済歳入額の縮減

労働保険料は労災保険・雇用保険の各種給付及び助成金等の原資であり、費用負担の公平性が担保されな
ければならないことから、未納保険料（収納未済歳入額）について縮減に努める必要がある。

●電子申請の利用促進
労働保険関連手続では令和８年度末までにオンライン利用率を30％に引き上げる取り組みを政府全体で進

めており、愛知労働局においても順調に増加しているところであるが、引き続き、電子申請・電子納付の利
用促進を図る必要がある。

◆労働保険未手続事業一掃対策の推進
未手続事業の的確な把握のため、監督署・ハローワークとの連携を密にするとともに通報制度等を活用し

た地方行政機関や各種業界団体からの情報収集に努める。また、労働保険の加入促進に関する事業の受託団
体と連携し加入勧奨に努めるほか、度重なる加入勧奨によっても自主的に成立手続を行わない事業主につい
ては、訪問による手続指導や職権成立手続を行う。

◆収納未済歳入額の縮減に向けた取組
滞納事業場について組織的に管理し、高額滞納及び複数年度にわたり滞納している事業場を重点対象とし

て、年間を通じて実効ある滞納整理を実施するとともに、時効更新措置等の適切な債権管理に努め、必要に
応じて強制執行を含む積極的な滞納処分に取り組む。また、利便性向上と期日までの完納を目指す観点から
口座振替納付の利用促進を図る。

◆電子申請の利用促進
電子申請の利用促進を図る動画の配信や社会保険労務士会、労働保険事務組合等に対する利用勧奨を積極

的に行う。また、電子申請体験コーナーを設置し、操作体験を通じた利用促進を図る。
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働く時には、「どんな条件で働くのか」が、原則書面や 
メールで示されるので、必ず確認しましょう。　　　　　
　示されなければ請求しましょう。 
（働く時間・休み・給料・仕事内容など） 

給料は、１時間あたり1,140円(※)以上支払われます。  
(※)令和７年10月18日より愛知県最低賃金は1,140円/時間です。 

働く時間は、原則として、休憩を除いて　　　　　　　　　

「１日８時間・週40時間」が上限です。  
※これを超えて働いた分には、残業代（割増賃金）がつきます。 

条件を満たせば、有給休暇（給料が出る休み）を取れます。 

会社都合の自由な解雇はできません。 

給料は、毎月決まった日に、全額きちんと支払われます。  
※買いたくない物を会社から買わされる必要はありません。 　 
　また、その代金を勝手に給料から引くこともできません。 

仕事中にケガをしたら、労災保険が使えます。  
※治療費などを自分で払う必要はありません。 

困ったときは、ひとりで抱え込まず「総合労働相談コーナ

ー」に相談できます。 ※無料で相談できます。 

愛知労働局では、労働行政に関する情報や 
各種施策を、SNSで随時発信しております！ 
ぜひチャンネル登録をお願いいたします！ 

愛知労働局公式X 

愛知労働局公式YouTube 

８ 
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デジタルスキル人材の育成・支援

１ デジタル推進人材
の育成支援

企業における生産性向
上を図るためには、DXの
推進が不可欠であり、そ
の担い手となるデジタル
推進人材の確保・育成が
重要。

２ 訓練修了者の就職
率向上

公的職業訓練において
はデジタル分野の訓練拡
充を進めているものの、
当該分野の訓練修了者の
就職率はやや低調。企業
とのマッチングの促進が
課題。

課 題
デジタルスキル表の作成
（令和７年度）

職業訓練コースにおいて学べるデジ
タルスキルの明示（令和８年度～）

見込める効果

DX推進求人の確保（令和７年度～）

企業が必要とするデジタ
ルスキルを明確化するため、
「タスク」（会計管理、Web
会議、生成AIなど）ごとに、
企業が必要とする「スキ
ル」（ソフト、アプリな
ど）や習得水準等を整理し
たデジタルスキル表を作成。

「仕事に活かす！実践オフィスDX事務
科」では、13種類のデジタルスキルを習
得することが可能。
Web会議：Zoom、Google Meet
生成AI ：ChatGPT、Gemini

など

会計管理
・ 弥生会計
・ ﾏﾈｰﾌｫﾜｰﾄﾞｸﾗｳﾄﾞ会計
・ 勘定奉行
Web会議
・ Zoom
・ Microsoft Teams
・ Google Meet
生成AI
・ ChatGPT
・ Microsoft Copilot
・ Gemini

など

職業訓練一覧表（ﾊﾛﾄﾚNews）において、
公的職業訓練のコースごとに、当該訓練を
受講することでデジタルスキル表のどのス
キルを習得できるかを明示。

ハローワークにおいて、デジタルスキ

ル表にあるスキルを持つ人材を募集する

求人を「DX推進求人」と位置づけ、その

旨を求人票に記載することを推進。

求職者が、企業が必
要とするデジタルスキ
ルとその水準を理解。
求職者が企業ニーズ
に合致した職業訓練
コースを選択し、デジ
タルスキルを向上。

例 ハローワークが的確
な職業訓練コースを受
講あっせん。

例

ハローワークが、デ
ジタル推進人材につい
て、的確なマッチング
を実施。

企業は必要なデジタ
ル推進人材を採用。



 仕事をお探しの求職者、求人される企業、
 人材育成を考える企業の皆様へ

※「デジタルスキル表」は、デジタル人材のニーズ調査結果を取りまとめたものであり、特

定のソフト、アプリ等の使用を個別に推奨するものではありません。
愛知労働局は企業の人材育成、

労働者の学び・学び直し（リスキリング）を応援します!

『デジタルスキル表』

《仕事をお探しの求職者》
・今後、就職に向け習得するスキルの検討や職業訓練の受講コースの検討の参考としてご活用ください。

《求人される企業》
・求人内容を検討される際の参考としてご活用ください。

・また、ハローワークにおいては、デジタルの知識等を有する人材を求める求人を「DX推進求人」として位置付け、

求職者の方々に情報提供しています。

・「DX推進求人」の登録は、職種を問わず、業務の一部にデジタルの知識等を必要とするものを含め、幅広く

登録の対象としており、通常の求人情報公開に加えて、デジタル分野の訓練受講者等に求人情報を提供しま

す。

・「DX推進求人」は、ハローワークに求人を提出される際、「デジタルスキル表」を参考に必要とするデジタルスキ

ルをお申し出いただくのみで登録可能です。

《人材育成をお考えの企業》
・デジタル人材の育成するために、どのようなスキル等を習得させれば良いのか検討されている企業におかれては、

訓練・研修の設定等の参考として「デジタルスキル表」をご活用ください。

（※）デジタル人材のニーズ調査

《調査の目的》

①公的職業訓練におけるデジタル分野の拡充及び訓練受講者と企業とのマッチング促進、②在職者訓練の活用促進、③人材開発支援助

成金の活用促進を図るため、企業が必要とするデジタル人材、その能力水準等を把握することを目的として実施。

《調査方法》

・令和5年4月から令和6年9月までの間に人材開発支援助成金の計画書を提出した741事業所を対象にアンケートを郵送し、令和7年1

月29日から令和7年2月13日の期間にてWEB回答方式により実施し、143事業所から回答を得た。（回答率19.3％）

『デジタルスキル表』は、愛知労働局において、令和6年度に実施した

「デジタル人材のニーズ調査」（※）の結果を基に、

企業が求める人材ニーズ、具体的なデジタルスキル等を取りまとめたもの

です。

をご活用ください。



②実務知識
③基礎知識

デジタルスキル表の見方

・デジタルに関する専門的知識を有する者、DX推進等の中心（リーダー）になり得る者
（参考・習得水準）

・デジタルに関する実務知識を有する者、DX推進の実務を担うことができる者（実務経験者）
・デジタルに関する基礎的な知識を有する者（実務経験は問わない）、DX推進の補助的業務を担う者、将来
DX推進人材として実務担当候補

➀専門知識

□ 17 WiMS/SaaS 0.0% 0

□ 18 その他 37.5% 33

「プログラム言語」のスキルが

必要と回答した企業 74社

企業が必要とする「プログラム言

語」スキル（複数回答）について、

多いものから順に記載。

（例）

プログラム言語スキルが必要と回

答した企業74社のうち「VBA」を必

要とした企業は33社で、全体の

44.6％を占める。

企業が求めるデジタルスキルの習得水準を

記載

（例）

プログラム言語スキルが「必要」と回答し

た企業が求めるスキルの習得水準は、

「実務知識」レベルを求める企業が最も多く、

次いで「専門知識」を有する者を求める企業

が多くなっている。

⇒実務の即戦力となる者、高度な専門知識が

求められている。

一方、プログラム言語スキルの必要性につ

いて「どちらでもない」と回答した企業にお

いては、求めるレベルを「基礎知識」とする

回答が最も多くなっている。

88 （総回答数）

□ 1 KING OF TIME 18.2% 16

□ 2 クラウド勤怠 11.4% 10

□ 3 SmartHR 9.1% 8

□ 4 ジョブカン勤怠管理 9.1% 8

□ 5 TimePro-VG 6.8% 6

□ 6 Touch On Time 6.8% 6

□ 7 freee勤怠管理 4.5% 4

□ 8 ジンジャー勤怠 3.4% 3

□ 9 HRMOS勤怠 3.4% 3

□ 10 レコル 2.3% 2

□ 11 AMANO 2.3% 2 (その他）

（５）勤怠管理

「勤怠管理」については、突出して

高い割合を占めるソフト等はなく、

その他が約4割を占めている。

⇒企業ごと実情に応じたソフトや自社シス

テム等が導入されているものと思われる。



74 （総回答数）

□ 1 VBA 44.6% 33

□ 2 SQL 39.2% 29

□ 3 Java 36.5% 27

□ 4 JavaScript 36.5% 27

□ 5 HTML/CSS 33.8% 25

□ 6 Python 31.1% 23

□ 7 C# 23.0% 17

□ 8 PHP 20.3% 15

□ 9 C++ 18.9% 14

□ 10 C 16.2% 12

□ 11 COBOL 10.8% 8

□ 12 VB.NET 10.8% 8

□ 13 Bash 4.1% 3

□ 14 RPG 4.1% 3

□ 15 Ruby 4.1% 3

□ 16 Kotlin 2.7% 2

□ 17 Perl 2.7% 2

□ 18 Swift 2.7% 2

□ 19 Ladder Logic 1.4% 1

□ 21 Dart 0.0% 0

□ 22 Elixir 0.0% 0

□ 23 Erlang 0.0% 0

□ 24 Go（Golang） 0.0% 0

□ 25 Lua 0.0% 0

□ 26 MATLAB 0.0% 0

□ 27 R 0.0% 0

□ 28 Rust 0.0% 0

□ 29 その他 20.3% 15

うち無回答・不明（13),Apex(1),dekisugi,kizuna(1)

120 （総回答数）

□ 1 Microsoft 365 71.7% 86

□ 2 Googleドライブ 45.0% 54

□ 3 Microsoft OneDrive 30.8% 37

□ 4 GoogleWorkspace 25.8% 31

□ 5 Dropbox 17.5% 21

□ 6 AWS 1.7% 2 (その他）

□ 8 その他 6.7% 8

BOX(1),お任せクラウドストレージ(1),その他(6)

126 （総回答数）

□ 1 Microsoft Excel 97.6% 123

□ 2 Microsoft Word 91.3% 115

□ 3 Microsoft PowerPoint 79.4% 100

□ 4 Microsoft Access 29.4% 37

□ 5 その他 0.8% 1

デジタルスキル表（デジタル人材のニーズ調査　調査項目13・14）

（１）プログラム言語

（２）クラウド・ファイル管理

（３）Office soft
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①必要 ②どちらでもない

①専門知識 ②実務知識 ③基礎知識 ④知識・経験不問
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①専門知識 ②実務知識 ③基礎知識 ④知識・経験不問
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デジタルスキル表（デジタル人材のニーズ調査　調査項目13・14）

102 （総回答数）

□ 1 弥生会計 26.5% 27

□ 2 マネーフォワードクラウド会計 17.6% 18

□ 3 勘定奉行 17.6% 18

□ 4 freee会計 12.7% 13

□ 5 PCAクラウド会計 6.9% 7

□ 6 JDL 5.9% 6 (その他）

□ 7 TKC 3.9% 4 (その他）

□ 8 ジョブカン会計 2.0% 2

□ 9 会計王 1.0% 1

□ 10 その他 20.6% 21

88 （総回答数）

□ 1 KING OF TIME 18.2% 16

□ 2 クラウド勤怠 11.4% 10

□ 3 SmartHR 9.1% 8

□ 4 ジョブカン勤怠管理 9.1% 8

□ 5 TimePro-VG 6.8% 6

□ 6 Touch On Time 6.8% 6

□ 7 freee勤怠管理 4.5% 4

□ 8 ジンジャー勤怠 3.4% 3

□ 9 HRMOS勤怠 3.4% 3

□ 10 レコル 2.3% 2

□ 11 AMANO 2.3% 2 (その他）

□ 12 キンタイミライ 1.1% 1

□ 13 TIME CARD 1.1% 1

□ 14 TimeWorks 0.0% 0

□ 15 CLOUZA 0.0% 0

□ 16 COMPANY 0.0% 0

□ 17 WiMS/SaaS 0.0% 0

□ 18 その他 37.5% 33

66 （総回答数）

□ 1 Salesforce 33.3% 22

□ 2 Zoho CRM 6.1% 4

□ 3 Excel 3.0% 2 （その他）

□ 4 HubSpot 1.5% 1

□ 5 その他 60.6% 40

うち無回答・不明（32）

（４）会計管理

うち無回答・不明(15),OBIC7,グロービア,Excel,社内システ

ム,SupserStream,BillOne,MJS,ICS

（５）勤怠管理

奉行,エクセル,niコラボ,クロノス,勤怠奉行,ONE人事,就業奉

行,kintone,社内システム,MyKomon,クオリー

ド,Googleworkspase,SuperStream,チームスピリット,勤革

時,MJS,勤次郎,AOPS

（６）顧客管理

0

10

20

30

40

50

①必要 ②どちらでもない

①専門知識 ②実務知識 ③基礎知識 ④知識・経験不問
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デジタルスキル表（デジタル人材のニーズ調査　調査項目13・14）

51 （総回答数）

□ 1 Asana 9.8% 5

□ 2 Trello 7.8% 4

□ 3 Excel 5.9% 3 （その他）

□ 4 Monday.com 0.0% 0

□ 5 その他 84.3% 43

うち無回答・不明（35）

51 （総回答数）

□ 1 Zoho Inventory 5.9% 3

□ 2 SAP 3.9% 2

□ 3 ロジザードZERO 0.0% 0

□ 4 その他 92.2% 47

うち無回答・不明（37）

116 （総回答数）

□ 1 Zoom 85.3% 99

□ 2 Microsoft Teams 58.6% 68

□ 3 Google Meet 37.9% 44

□ 4 その他 3.4% 4

84 （総回答数）

□ 1 Chat work 38.1% 32

□ 2 Slack 27.4% 23

□ 3 LINEWORKS 4.8% 4 (その他）

□ 4 LINE 4.8% 4 (その他）

□ 5 GoogleChat 3.6% 3 (その他）

□ 6 Microsoft Teams 3.6% 3 (その他）

□ 7 その他 34.5% 29

うち無回答・不明(3),webex(1)

（10）チャット（コミュニケーションツール）

うち無回答・不明（25),wowtalk,NIコラボ,Lark,Synology

Chat

（９）Web会議

（７）プロジェクト管理

（８）在庫管理
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①専門知識 ②実務知識 ③基礎知識 ④知識・経験不問
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3



デジタルスキル表（デジタル人材のニーズ調査　調査項目13・14）

47 （総回答数）

□ 1 jQuery 21.3% 10

□ 2 Cash 6.4% 3

□ 3 Zept.js 0.0% 0

□ 4 その他 76.6% 36

76 （総回答数）

□ 1 Adobe Illustlator 44.7% 34

□ 2 Adobe Photoshop 40.8% 31

□ 3 Canva 34.2% 26

□ 4 Adobe Premir Pro 7.9% 6

□ 5 Figma 6.6% 5

□ 6 Adobe Firefly 5.3% 4

□ 7 Adobe InDesign 3.9% 3

□ 8 Adobe Dreamweaver 1.3% 1

□ 9 Adobe After Effect 1.3% 1

□ 10 Pixlr 1.3% 1

□ 11 Blender 1.3% 1

□ 12 その他 30.3% 23

うち無回答・不明(22),LUMION(1)

69 （総回答数）

□ 1 kintone（キントーン） 37.7% 26

□ 2 WordPress 23.2% 16

□ 3 Google AppSheet 15.9% 11

□ 4 Notion（ノーション） 10.1% 7

□ 5 ペライチ 4.3% 3

□ 6 Wix(ウィックス） 2.9% 2

□ 7 Shopify（ショッピファイ） 2.9% 2

□ 8 BASE（ベース） 2.9% 2

□ 9 STUDIO（スタジオ） 1.4% 1

□ 10 Bubble（バブル） 1.4% 1

□ 11 サスケWorks（サスケワークス） 1.4% 1

□ 12 Adalo（アダロ） 0.0% 0

□ 13 Glide（グライド） 0.0% 0

□ 14 Zapier（ザピアー） 0.0% 0

□ 15 integromat（インテグロマット） 0.0% 0

□ 16 Pigeon Cloud 0.0% 0

□ 17 APPBOX 0.0% 0

□ 18 @pocket 0.0% 0

□ 19 その他 33.3% 23

うち無回答・不明（21),PAD(1),SELF(1)

（13）ノーコードツール

（11）ライブラリ管理

うち無回答・不明(34),sharepoint,クラウドストレージ

（12）デザイン（画像、映像、WEB）

0

5

10

15

20

①必要 ②どちらでもない

①専門知識 ②実務知識 ③基礎知識 ④知識・経験不問
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デジタルスキル表（デジタル人材のニーズ調査　調査項目13・14）

55 （総回答数）

□ 1 AutoCAD 34.5% 19

□ 2 Jｗ_CAD 23.6% 13

□ 3 SOLIDWORKS 9.1% 5

□ 4 CATIA 5.5% 3

□ 5 iCAD SX 5.5% 3

□ 6 FreeCAD 1.8% 1

□ 7 Vectorworks 1.8% 1

□ 8 Fusion360 1.8% 1

□ 9 Revit 1.8% 1

□ 10 その他 45.5% 25

90 （総回答数）

□ 1 ChatGPT 91.1% 82

□ 2 Microsoft Copilot 32.2% 29

□ 3 Gemini 23.3% 21

□ 4 Midjourney 2.2% 2

□ 5 DALL・E2 2.2% 2

□ 6 Voicevox 1.1% 1

□ 7 Sore 1.1% 1

□ 8 Stable Diffusion 0.0% 0

□ 9 VALL-E 0.0% 0

□ 10 Lumiere 0.0% 0

□ 11 その他 7.8% 7

うち無回答・不明(7)

（14）CAD

うち無回答・不明(21),武蔵 福井コンピュータ(1),レブロ

(1),onecnc(1),ROOTPRO(1)

（15）生成AI
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①必要 ②どちらでもない

①専門知識 ②実務知識 ③基礎知識 ④知識・経験不問
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①専門知識 ②実務知識 ③基礎知識 ④知識・経験不問
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受講料は基本的に無料です! 

就職に強い！ 今月のラインナップ！ 

今月のラインナップ！ 
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、 

施
設
内
訓
練
コ
ー
ス 

公
共
職
業
訓
練 

愛訓R08040301 

ニュース

・ハローワーク 

就職に必要なデジタルスキルを知りたい！ 

デジタルスキルを身につけたいとお考えの方へ 

『デジタルスキル表』をご確認ください。(詳しくは P14 をご覧ください) 

 ↑デジタルスキル表 ・「デジタルスキル表」は、企業が求める人材ニーズや具体的なスキルを整理したものです。 

・就職のために「どんなスキルを学べば良いのか？」検討する際の参考にしてください。 

デジタルスキルを学べる訓練コースを知りたい！ 

「ハロトレ News」では、デジタルスキルを学べる訓練コースを多数掲載しています。 

・各コースで習得できるデジタルスキルは『ハロトレ News 別冊』をご覧ください。 

・デジタルスキルを学べる訓練はこのマークをチェック→          してください！ 

（  数字はデジタルスキルカリキュラムの項目数です。） 

 
↑ハロトレ News別冊 

金属関連分野       

建設関連分野       

機械関連分野 

電気関連分野     

輸送サービス分野 

基礎分野 

介護・医療・福祉分野   

IT 分野 

デザイン分野 

営業・販売・事務分野 

医療事務分野 

理容美容関連分野 

その他  

障害者対象コース 

2 件 

1 件 

1 件 

2 件 

１件 

1 件 

6 件 

7 件 

7 件 

11 件 

2 件 

1 件 

2 件 

1 件 

 

デジタルスキルの内容を知りたい！ 

『デジタルスキル用語解説』をご確認ください。 
(右の二次元コードからダウンロードください) 

 
↑デジタル用語解説 

物
流
機
械
運
転
科

組
込
み
シ
ス
テ
ム
エ
ン
ジ
ニ
ア
科

電
気
設
備
技
術
科

C
A
D
メ
カ
ニ
カ
ル
デ
ザ
イ
ン
科

ク
ラ
フ
ト
溶
接
科

住
宅
C
A
D
・
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
科

メ
タ
ル
ク
ラ
フ
ト
科

働
く
未
来
を
手
に
入
れ
る 



※訓練コースによって募集期間が異なります。募集期間は延長する場合があります。

定員 託児

30名 有り

30名 無し

15名 無し

定員 託児

24名 無し

No
訓練科名 訓練内容

訓練施設

No
訓練科名 訓練内容

訓練施設

38

就職に役立つパソコ

ン簿記社会保険事

務科

 求職者支援訓練（令和８年6月開講）

39

仕事に活かす！実践

オフィスＤＸ事務科
ＯＡ事務・営業事務として仕事につくために必要なオフィスソフトの操作

方法及びデジタルツールの活用スキルを習得できます。ビジネス文書や

データ処理、提案資料などを実務形式で作成できるため、就職活動時

に自信を持って事務実務力をアピールできるようになります。

ＳＣビジネスアカデ

ミー

ＯＡ事務職・営業事務職

名古屋市中区栄

五丁目１６番１

４号　新東陽ビル

８階

052-252-5333

経理の基本となる簿記基礎（日商簿記２・３級レベル）や経理・総

務事務の実務的知識となる社会保険事務、給与事務の専門知識を

習得するとともに、会計ソフト、パソコンスキルを習得することができます。

それにより、経理・総務事務などを中心とする事務職全般への就職を目

指すことができます。

ヒューマンアカデミー

名古屋校　サテライ

ト教室

ＩＣＴと生成ＡＩの基礎知識から始まり、ワープロソフト・表計算ソフ

ト・プレゼンテーションソフトの使用方法及びビジネス文書等の作成方

法、Ｗｅｂに関する知識及びＷｅｂサイトの制作・マーケティングに裏

付けられた運用に関する技能・技術を習得します。【ｅラーニングコース、

オンライン対応コース】

ＳＴＵＤＩＯーＡ

Ｉ

就職先の業種・職種

就職先の業種・職種

 求職者支援訓練（令和８年５月開講）

経理事務員、ＯＡ事務員 0120-016-455

稲沢市正明寺一丁

目２０－１０　ベル

トピア稲沢２　１０

１

ＯＡ事務員 080-2180-7905

36

ＩＣＴ・マーケティン

グ・生成ＡＩから学

ぶ広報・事務科(ｅ

ラーニングＡ)(託児)

ＯＡ事務員・経理事務員 052-253-5440

業務効率アップ！簿

記・エクセルＶＢＡ

事務実践科

ワープロ・表計算・プレゼンテーションソフトの実践的なパソコン操作と簿

記に関する基礎知識を学び、事務職に必要な技能を身につけます。

Ｎパソコンスクール

上前津校

（訓練期間） 4ヶ月

（訓練期間） 6ヶ月

名古屋市中村区名

駅五丁目４番１４

号　花車ビル北館６

階

R8.5.7

（訓練期間） 4ヶ月

R8.9.25

4ヶ月

募集開始日 募集終了日

（訓練期間）

選考日

訓練開始日 訓練終了日

R8.4.24 R8.5.27

R8.6.9

R8.6.26 R8.10.23

名古屋市中区大

須４－１１－５

Ｚ’ｓビル７階

訓練終了日

募集開始日 募集終了日

選考日

訓練開始日

R8.5.7

R8.5.26 R8.9.25

R8.3.27 R8.4.23

R8.5.26

R8.3.27 R8.4.23

R8.5.7

R8.5.26 R8.11.25

R8.3.27 R8.4.23

37

営業・販売・事務分

営業・販売・事務の
お仕事紹介
(jobtagより)

※ハローワークにお問い合わせの際は、○月号、掲載No.をお申し出下さい。 11 詳しくはハローワークへ



令和８年4月号　『ハロトレNews　別冊』　　《訓練コース別》　デジタル関連カリキュラム 設定一覧
※訓練コースごと学べるデジタルスキル（カリキュラム）を一覧に整理したものです。

1 2 3 4 5
公共職業訓練

(施設内)

公共職業訓練

(施設内)

公共職業訓練

(施設内)

公共職業訓練

(施設内)

公共職業訓練

(施設内)

区

分

訓練コース名

メタルクラフト科
住宅CAD・プランニン

グ科
クラフト溶接科

CADメカニカルデザイ

ン科
電気設備技術科

● ●
Microsoft Excel Microsoft Excel

97.6% 97.6%
● ●

Microsoft Word Microsoft Word
91.3% 91.3%
● ●

Microsoft PowerPoint Microsoft PowerPoint
79.4% 79.4%

● ● ● ●
Microsoft Teams Microsoft Teams Microsoft Teams Microsoft Teams

58.6% 58.6% 58.6% 58.6%

● ● ● ● ●
AutoCAD AutoCAD Jｗ_CAD AutoCAD Jｗ_CAD
34.5% 34.5% 23.6% 34.5% 23.6%
● ● ●

Jｗ_CAD SOLIDWORKS

23.6% 9.1%
● ●

Revit CATIA
1.8% 5.5%

2 クラウド・ファイル管理

コースNO.

CAD14

15 生成AI

12
デザイン

（画像、映像、WEB）

10
チャット

（コミュニケーションツール）

9 Web会議

7 プロジェクト管理

4 会計管理

6 顧客管理

訓練種別

プログラム言語1

Office soft3

その他　AP-100LE

(板金用CAD/CAM)

※上記に記載した割合は、デジタル人材ニーズ調査において「必要なスキル」と回答した企業の割合です。業種によりその割合は変わるため、あくまでも参考値としてご理解ください。

※本表は訓練コースごとのデジタルスキルを把握するための簡易表です。詳細（訓練内容、訓練時間、習得スキル水準等）は、各訓練コースのパンフレット又は訓練施設へお問い合せのうえご確

認ください。 1



令和８年4月号　『ハロトレNews　別冊』　　《訓練コース別》　デジタル関連カリキュラム 設定一覧
※訓練コースごと学べるデジタルスキル（カリキュラム）を一覧に整理したものです。

区

分

訓練コース名

2 クラウド・ファイル管理

コースNO.

CAD14

15 生成AI

12
デザイン

（画像、映像、WEB）

10
チャット

（コミュニケーションツール）

9 Web会議

7 プロジェクト管理

4 会計管理

6 顧客管理

訓練種別

プログラム言語1

Office soft3

6 8 11 14 15
公共職業訓練

(施設内)
求職者支援訓練

公共職業訓練

(委託)
求職者支援訓練

公共職業訓練

(委託)

組込みシステムエン

ジニア科

未経験も安心！簿

記も学べるビジネス

パソコン基礎科

介護福祉士実務者

研修科

初歩から学べる、就

職のための介護とパ

ソコン習得科

ITエンジニア入門C・

Python科

● ●
C C

16.2% 16.2%
●

Python
31.1%
●

VBA
44.6%
●

SQL
39.2%

● ● ● ●
Microsoft Excel Microsoft Excel Microsoft Excel Microsoft Excel

97.6% 97.6% 97.6% 97.6%
● ● ●

Microsoft Word Microsoft Word Microsoft Word
91.3% 91.3% 91.3%
● ●

Microsoft PowerPoint Microsoft PowerPoint
79.4% 79.4%

● ● ●
Microsoft Teams Zoom Zoom

58.6% 85.3% 85.3%

●
Slack

27.4%

●
ChatGPT
91.1%
●

Microsoft Copilot
32.2%
●

Gemini
23.3%

※上記に記載した割合は、デジタル人材ニーズ調査において「必要なスキル」と回答した企業の割合です。業種によりその割合は変わるため、あくまでも参考値としてご理解ください。

※本表は訓練コースごとのデジタルスキルを把握するための簡易表です。詳細（訓練内容、訓練時間、習得スキル水準等）は、各訓練コースのパンフレット又は訓練施設へお問い合せのうえご確

認ください。 2



令和８年4月号　『ハロトレNews　別冊』　　《訓練コース別》　デジタル関連カリキュラム 設定一覧
※訓練コースごと学べるデジタルスキル（カリキュラム）を一覧に整理したものです。

区

分

訓練コース名

2 クラウド・ファイル管理

コースNO.

CAD14

15 生成AI

12
デザイン

（画像、映像、WEB）

10
チャット

（コミュニケーションツール）

9 Web会議

7 プロジェクト管理

4 会計管理

6 顧客管理

訓練種別

プログラム言語1

Office soft3

16 17 18 19 20
公共職業訓練

(委託)

公共職業訓練

(委託)

公共職業訓練

(委託)

公共職業訓練

(委託)

公共職業訓練

(委託)

ワード・エクセル・生

成AI就職科

基礎から学ぶＭＯ

Ｓ対策科

オンラインで学ぶワー

ド・エクセル・生成AI

科

Ｗｅｂアプリ科
ビジネスパソコンマス

ター科

● ●
Java HTML/CSS

36.5% 33.8%
●

PHP
20.3%
●

SQL
39.2%
●

HTML/CSS
33.8%

● ● ● ●
Microsoft Word Microsoft Word Microsoft Word Microsoft Excel

91.3% 91.3% 91.3% 97.6%
● ● ● ●

Microsoft Excel Microsoft Excel Microsoft Excel Microsoft Word
97.6% 97.6% 97.6% 91.3%
● ● ● ●

Microsoft PowerPoint Microsoft PowerPoint Microsoft PowerPoint Microsoft PowerPoint
79.4% 79.4% 79.4% 79.4%

● ● ●
Zoom Zoom Zoom
85.3% 85.3% 85.3%

● ●
Canva Canva
34.2% 34.2%

● ●
ChatGPT ChatGPT
91.1% 91.1%
● ●

Gemini Gemini
23.3% 23.3%

※上記に記載した割合は、デジタル人材ニーズ調査において「必要なスキル」と回答した企業の割合です。業種によりその割合は変わるため、あくまでも参考値としてご理解ください。

※本表は訓練コースごとのデジタルスキルを把握するための簡易表です。詳細（訓練内容、訓練時間、習得スキル水準等）は、各訓練コースのパンフレット又は訓練施設へお問い合せのうえご確

認ください。 3



令和８年4月号　『ハロトレNews　別冊』　　《訓練コース別》　デジタル関連カリキュラム 設定一覧
※訓練コースごと学べるデジタルスキル（カリキュラム）を一覧に整理したものです。

区

分

訓練コース名

2 クラウド・ファイル管理

コースNO.

CAD14

15 生成AI

12
デザイン

（画像、映像、WEB）

10
チャット

（コミュニケーションツール）

9 Web会議

7 プロジェクト管理

4 会計管理

6 顧客管理

訓練種別

プログラム言語1

Office soft3

21 22 23 24 25

求職者支援訓練
公共職業訓練

(委託)

公共職業訓練

(委託)

公共職業訓練

(委託)

公共職業訓練

(委託)

未経験から始めるＡ

Ｉ・ＩｏＴを活用し

たＤＸエンジニア養

成科

事務就職AIパソコン

科

マルチデザインクリエイ

ター科

SNS・AIクリエイティ

ブ制作科

WEB・SNSマーケ

ティングデザイナー科

● ● ●
Java HTML/CSS HTML/CSS

36.5% 33.8% 33.8%
●

Python
31.1%
●
C

16.2%

● ●
GoogleWorkspace GoogleWorkspace

25.8% 25.8%

●
Microsoft Word

91.3%
●

Microsoft Excel
97.6%
●

Microsoft PowerPoint
79.4%

●
Zoom
85.3%

● ● ● ●
Canva Adobe Illustlator Adobe Illustlator Adobe Photoshop
34.2% 44.7% 44.7% 40.8%

● ● ●
Adobe Photoshop Adobe Photoshop Canva

40.8% 40.8% 34.2%
● ● ●

Adobe Premir Pro Canva Figma
7.9% 34.2% 6.6%

● ● ●
ChatGPT Gemini Gemini
91.1% 23.3% 23.3%
●

Microsoft Copilot
32.2%

※上記に記載した割合は、デジタル人材ニーズ調査において「必要なスキル」と回答した企業の割合です。業種によりその割合は変わるため、あくまでも参考値としてご理解ください。

※本表は訓練コースごとのデジタルスキルを把握するための簡易表です。詳細（訓練内容、訓練時間、習得スキル水準等）は、各訓練コースのパンフレット又は訓練施設へお問い合せのうえご確

認ください。 4



令和８年4月号　『ハロトレNews　別冊』　　《訓練コース別》　デジタル関連カリキュラム 設定一覧
※訓練コースごと学べるデジタルスキル（カリキュラム）を一覧に整理したものです。

区

分

訓練コース名

2 クラウド・ファイル管理

コースNO.

CAD14

15 生成AI

12
デザイン

（画像、映像、WEB）

10
チャット

（コミュニケーションツール）

9 Web会議

7 プロジェクト管理

4 会計管理

6 顧客管理

訓練種別

プログラム言語1

Office soft3

26 27 28 29 30

求職者支援訓練 求職者支援訓練 求職者支援訓練
公共職業訓練

(委託)

公共職業訓練

(委託)

WEBデザイナー科 WEBデザイナー科
WEBデザイナー養成

科
不動産ビジネス科

未来力！生成AI×

事務パソコン科

● ● ●
HTML/CSS HTML/CSS VBA

33.8% 33.8% 44.6%

●
Microsoft 365

71.7%

● ● ●
Microsoft Excel Microsoft Word Microsoft Word

97.6% 91.3% 91.3%
● ● ●

Microsoft Word Microsoft Excel Microsoft Excel
91.3% 97.6% 97.6%

●
Microsoft PowerPoint

79.4%

●
Zoom
85.3%

● ● ● ●
Adobe Illustlator Adobe Illustlator Canva Canva

44.7% 44.7% 34.2% 34.2%
● ● ●

Adobe Photoshop Adobe Photoshop Figma
40.8% 40.8% 6.6%
● ●

Adobe Premir Pro Adobe Premir Pro
7.9% 7.9%

●
ChatGPT
91.1%
●

Gemini
23.3%

※上記に記載した割合は、デジタル人材ニーズ調査において「必要なスキル」と回答した企業の割合です。業種によりその割合は変わるため、あくまでも参考値としてご理解ください。

※本表は訓練コースごとのデジタルスキルを把握するための簡易表です。詳細（訓練内容、訓練時間、習得スキル水準等）は、各訓練コースのパンフレット又は訓練施設へお問い合せのうえご確

認ください。 5



令和８年4月号　『ハロトレNews　別冊』　　《訓練コース別》　デジタル関連カリキュラム 設定一覧
※訓練コースごと学べるデジタルスキル（カリキュラム）を一覧に整理したものです。

区

分

訓練コース名

2 クラウド・ファイル管理

コースNO.

CAD14

15 生成AI

12
デザイン

（画像、映像、WEB）

10
チャット

（コミュニケーションツール）

9 Web会議

7 プロジェクト管理

4 会計管理

6 顧客管理

訓練種別

プログラム言語1

Office soft3

31 32 33 34 35
公共職業訓練

(委託)

公共職業訓練

(委託)

公共職業訓練

(委託)

公共職業訓練

(委託)

公共職業訓練

(委託)

接客サービススペシャ

リスト科
パソコン事務実践科

実務に活かすExcel

＆プログラミング科
事務サポート科

事務スペシャリスト養

成科

●
Python
31.1%

● ● ● ● ●
Microsoft Word Microsoft Excel Microsoft Excel Microsoft Excel Microsoft Word

91.3% 97.6% 97.6% 97.6% 91.3%
● ● ● ●

Microsoft Excel Microsoft Word Microsoft Word Microsoft Excel
97.6% 91.3% 91.3% 97.6%
● ● ● ●

Microsoft PowerPoint Microsoft PowerPoint Microsoft PowerPoint Microsoft PowerPoint
79.4% 79.4% 79.4% 79.4%

●
弥生会計
26.5%

● ●
Zoom Zoom
85.3% 85.3%

※上記に記載した割合は、デジタル人材ニーズ調査において「必要なスキル」と回答した企業の割合です。業種によりその割合は変わるため、あくまでも参考値としてご理解ください。

※本表は訓練コースごとのデジタルスキルを把握するための簡易表です。詳細（訓練内容、訓練時間、習得スキル水準等）は、各訓練コースのパンフレット又は訓練施設へお問い合せのうえご確

認ください。 6



令和８年4月号　『ハロトレNews　別冊』　　《訓練コース別》　デジタル関連カリキュラム 設定一覧
※訓練コースごと学べるデジタルスキル（カリキュラム）を一覧に整理したものです。

区

分

訓練コース名

2 クラウド・ファイル管理

コースNO.

CAD14

15 生成AI

12
デザイン

（画像、映像、WEB）

10
チャット

（コミュニケーションツール）

9 Web会議

7 プロジェクト管理

4 会計管理

6 顧客管理

訓練種別

プログラム言語1

Office soft3

36 37 38 39 40

求職者支援訓練 求職者支援訓練 求職者支援訓練 求職者支援訓練
公共職業訓練

(委託)

ICT・マーケティング・

生成AIから学ぶ広

報・事務科（ｅラー

ニングＡ）（託児）

業務効率アップ！簿

記・エクセルＶＢＡ

事務実践科

就職に役立つパソコ

ン簿記社会保険事

務科

仕事に活かす！実

践オフィスDX事務科

就職のための医療事

務・医事コンピュータ

科

●
VBA

44.6%

●
Googleドライブ

45.0%
●

Microsoft 365
71.7%
●

Microsoft OneDrive
30.8%

● ● ● ● ●
Microsoft Excel Microsoft Excel Microsoft Excel Microsoft Excel Microsoft Word

97.6% 97.6% 97.6% 97.6% 91.3%
● ● ● ● ●

Microsoft Word Microsoft Word Microsoft Word Microsoft Word Microsoft Excel
91.3% 91.3% 91.3% 91.3% 97.6%
● ●

Microsoft PowerPoint Microsoft PowerPoint
79.4% 79.4%

●
弥生会計
26.5%

●
Excel
3.0%
●

Excel
5.9%

● ●
Google Meet Zoom

37.9% 85.3%
●

Google Meet
37.9%

●
その他

●
Canva
34.2%
●

その他

● ● ●
ChatGPT ChatGPT ChatGPT
91.1% 91.1% 91.1%

● ●
Microsoft Copilot Gemini

32.2% 23.3%
● ●

Gemini その他
23.3%

※上記に記載した割合は、デジタル人材ニーズ調査において「必要なスキル」と回答した企業の割合です。業種によりその割合は変わるため、あくまでも参考値としてご理解ください。

※本表は訓練コースごとのデジタルスキルを把握するための簡易表です。詳細（訓練内容、訓練時間、習得スキル水準等）は、各訓練コースのパンフレット又は訓練施設へお問い合せのうえご確

認ください。 7



令和８年4月号　『ハロトレNews　別冊』　　《訓練コース別》　デジタル関連カリキュラム 設定一覧
※訓練コースごと学べるデジタルスキル（カリキュラム）を一覧に整理したものです。

区

分

訓練コース名

2 クラウド・ファイル管理

コースNO.

CAD14

15 生成AI

12
デザイン

（画像、映像、WEB）

10
チャット

（コミュニケーションツール）

9 Web会議

7 プロジェクト管理

4 会計管理

6 顧客管理

訓練種別

プログラム言語1

Office soft3

41 44 45
公共職業訓練

(委託)
求職者支援訓練

公共職業訓練

(委託)

医療・調剤・パソコン

科

パソコン＆食生活ア

ドバイザー養成科

生成ＡＩとパソコン

基礎コース

●
その他

● ● ●
Microsoft Word Microsoft Excel Microsoft Word

91.3% 97.6% 91.3%
● ● ●

Microsoft Excel Microsoft Word Microsoft Excel
97.6% 91.3% 97.6%

● ●
Microsoft PowerPoint Microsoft PowerPoint

79.4% 79.4%

●
Zoom
85.3%

●
ChatGPT
91.1%

※上記に記載した割合は、デジタル人材ニーズ調査において「必要なスキル」と回答した企業の割合です。業種によりその割合は変わるため、あくまでも参考値としてご理解ください。

※本表は訓練コースごとのデジタルスキルを把握するための簡易表です。詳細（訓練内容、訓練時間、習得スキル水準等）は、各訓練コースのパンフレット又は訓練施設へお問い合せのうえご確

認ください。 8



新しい採用の形、始めませんか？
～ハローワークの支援で求人力アップ！～

事業主の皆様へ

愛知労働局・ハローワーク

DX推進求人

●業務のデジタル化、デジタルトランスフォーメーション（DX）を推進するための人材を募集する求人です。
●求人票に「DX推進求人」と表記し、デジタルスキルを有する求職者に幅広く情報提供します。
●デジタル関連分野以外の職種でも、デジタルスキルを活用する求人を幅広く登録できます。

●職業訓練校を修了した者を歓迎する求人です。
●職業訓練校とは、リスキリングやスキルアップを目的に３か月から２年かけて専門的な知識や実践的なス
キルを習得できる学校です。
●求人票に「職業訓練修了者歓迎求人」と表記し、職業訓練校で専門的な知識を身につけた方に情報
提供します。

職業訓練修了者歓迎求人

ミドルシニア歓迎求人
●35歳以上60歳未満で正社員雇用の機会に恵まれなかった方向けの求人です。
●求人票に「ミドルシニア歓迎求人」と表記し、支援対象の正社員を希望する求職者の方に情報提供
します。

●求人の条件は以下のとおりです。
①雇用期間：雇用期間の定めなし ②必要な経験等：「不問」
③必要な免許・資格：「不問」または実務経験を要しない資格のみを記載
④年齢：「不問」 ※35歳以上60歳未満の【限定求人】とすることもできます。

マザーズ求人
●子育て中、介護中、子育てや介護が一段落しブランクのある方向けの求人です。
●求人票に「マザーズも公開中」と表記し、子育て・介護中の方などに情報提供します。
● 「マザーズも公開中」とともに、求人票に以下のような記載をすると応募の可能性が広がります。
①お子様の病気、学校行事等のお休みに考慮いたします。
②保育園の送迎等による就業時間の相談に応じます。
③有給休暇は時間単位で取得可能です。
④子どもの成長に応じて勤務時間や勤務日数を変更できます。
⑤面接の際にお子様同伴でも構いません。

⑥子育て中の者が活躍しています。

高年齢者応援求人
●60歳以上の方の雇用を応援する求人です。
●求人票に「高年齢者応援求人」と表記し、60歳以上の求職者の方に情報提供します。
●高年齢者を採用した企業からは以下のような声が届いています。
「経験に裏打ちされた技能・技術を活かして活躍してくれている」「働く姿が他の従業員の模範になる」

●採用した際は、要件を満たせば特定求職者雇用開発助成金が支払われます。
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